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3-3．産業別就業者数の推移

平成22年10月1日現在

総 数 男 女 総 数 男 女 総 数 男 女

19,805 11,533 8,272 21,410 12,157 9,253 22,275 12,567 9,708

第 1 次 産 業 2,408 1,795 613 2,405 1,840 565 1,957 1,513 444

農 業 2,024 1,430 594 2,079 1,530 549 1,655 1,242 413

林 業 10 7 3 5 5 0 14 12 2

漁 業 374 358 16 321 305 16 288 259 29

第 2 次 産 業 3,852 2,923 929 3,371 2,553 818 3,190 2,431 759

鉱 業 51 43 8 23 21 2 - - -

鉱業・採石業・砂利採取業 - - - - - - 22 21 1

建 設 業 2,719 2,325 394 2,353 2,019 334 2,071 1,808 263

製 造 業 1,082 555 527 995 513 482 1,097 602 495

第 3 次 産 業 13,232 6,638 6,594 15,132 7,471 7,661 14,890 7,339 7,551

電気,ガス,熱供給,水道業 152 117 35 98 80 18 105 83 22

情 報 通 信 業 - - - 164 116 48 197 128 69

運 輸 業 - - - 1,068 891 177 - - -

運 輸 ， 郵 便 業 1,177 938 239 - - - 1,268 1,055 213

卸 売 ， 小 売 業 ， 飲 食 店 3,940 1,534 2,406 - - - - - -

卸 売 ， 小 売 業 - - - 3,168 1,311 1,857 2,985 1,247 1,738

金 融 ， 保 険 業 263 94 169 266 96 170 215 82 133

不 動 産 業 115 68 47 149 89 60 - - -

不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業 - - - - - - 334 214 120

学 術 研 究 ， 専 門 ・

技 術 サ ー ビ ス 業
- - - - - - 661 453 208

宿泊業，飲食サ ービス業 - - - 2,658 1,088 1,570 2,602 1,123 1,479

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 ，

娯 楽 業
- - - - - - 963 446 517

教 育 ・ 学 習 支 援 業 - - - 1,003 413 590 1,002 414 588

医 療 ・ 福 祉 - - - 1,849 434 1,415 2,068 499 1,569

複 合 サ ー ビ ス 事 業 - - - 264 175 89 140 80 60

サ ー ビ ス 業 6,203 2,839 3,364 - - - - - -

サービス業（他に分類されないもの） - - - 3,096 1,754 1,342 1,168 656 512

公務（他に分類されないもの） 1,382 1,048 334 1,349 1,024 325 1,182 859 323

分 類 不 能 313 177 136 502 293 209 2,238 1,284 954

資料：平成22年国勢調査（注）

　（１）調査年により分類が変更されている場合がある。

　（２）総数は「不詳」を含むので内訳とは必ずしも一致しない。

　平成22年の15歳以上就業者22,275人の産業別分布をみると、①「卸売・小売業」の2,985人（全体の13.4％）が最も多

く、次いで②「医療・福祉」2,602人（同11.7％）、③「建設業」2,071人（同9.3％）、④「医療・福祉」2,068人（同

9.2％）の順となっている。また、産業を３部門にまとめて、その就業者の割合をみると、①第３次産業が14,890人（全

体の66.8％）と大半を占め、次いで②第２次産業が3,190人（同14.3％）、③第１次産業が1,957人（同8.7％）の順と

なっている。

　産業別構成の過去10年間の推移は、第１次産業が平成12年で2,408人（全体の12.2％）→22年1,957人（同8.7％）と

3.5ポイント減少。第２次産業が、平成12年で3852人（同19.4％）→22年3,190人（同14.3％）と5.1ポイント減少。いず

れも減少傾向を示している。一方、第３次産業は平成12年13,232人（同66.8％）→17年15,132人（同70.6％）→22年

14,890人（同66.8％）と変動はありながらも、石垣市の基幹産業として安定した数値で推移している。

大  分  類
平 成 12 年 平 成 17 年 平 成 22 年

総 数
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3-6．産業別新規求人数（新規学卒を除きパートタイム含む） 各年3月31日現在

区分 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度

農林漁業 84 123 146 119

鉱業 0 0 0 0

建設業 81 84 156 187

製造業 141 277 236 238

電気・ガ・熱 0 0 1 1

情報通信 19 25 68 43

運輸業 64 95 162 170

卸売・小売 293 268 445 632

金融・保険 2 3 0 4

不動産 45 64 113 161

学術研究 21 96 96 72

飲食・宿泊 640 712 1275 1383

生活関連・娯楽 100 139 176 421

教育・学習 28 24 42 48

医療・福祉 499 528 802 990

複合サービス 33 34 82 60

サービス 145 198 274 246

公務・その他 155 202 195 197

計 2,350 2,872 4,269 4,972

単位：人 資料：八重山公共職業安定所

3-4．出稼労働者職業紹介状況

各年3月31日現在

京浜 中京 京阪神 その他 運　輸

地域 地域 地域 の県 通信業

平成21年度 116 8 0 0 0 8 8 0 8 0 0

平成22年度 75 2 0 0 0 2 2 0 0 0 2

平成23年度 67 3 0 2 1 0 3 0 3 0 0

平成24年度 10 2 0 2 0 0 2 0 2 0 0

平成25年度 41 8 3 3 0 2 8 3 3 0 2

平成26年度 24 11 1 1 0 9 11 1 1 0 9

資料：八重山公共職業安定所

　平成20年以降は、全国的な不況の影響を強く受け、全国に渡り人材確保を行う企業ニーズが減少を要因として、県外求

人件数数は減少の一途をたどっていたところである。昨年は、建設業を中心とした全国的な人材不足、円安を背景とした

国内製造業の生産力増強に伴う新たな人材確保の動きなど、再び全国的に人材を求める企業ニーズが高まってきている。

平成26年度就職件数は11名と前年度に比べると増加傾向にある。求人件数についても東北復興支援施策や東京オリンピッ

ク需要等により今後増加していくと予測される。

年度別
製造業 その他計

求人数

地 域 別 就 職 件 数 産 業 別 就 職 件 数

計 建設業

3-5．心身障害者の職業紹介等状況

平成27年3月31日現在

重度障害者 重度障害者

46 10 4 36 4

51 16 8 35 3

41 11 5 30 0

536 230 131 306 63

　有効求職者数 158 85 46 73 5

　就業中の者 279 110 64 169 46

　保留中の者 99 35 21 64 12

資料：八重山公共職業安定所

 2.就職件数

 3.新規登録者件数

 4.期末現在登録者数

計

 心身障害者の就労意欲は近年急速に高まり、心身障害者が職業を通して、社会を支える一員として誇りをもち、自立した

生活を送ることができるよう、障害者雇用対策がすすめられている。障害者雇用の促進を目的に、平成27年4月からは障害

者雇用納付金の対象事業所をひろげ、企業への障害者雇用の拡大を図っているところである。

　平成28年1月末現在の石垣市における、心身障害者の求職登録者数536人に対し、就業中の者は279人（全体の50％）と、
徐々に増えてはいるものの、一般求職者に比べると厳しい状況である。心身障害者が、その能力に応じて働き、地域で自

立した生活を送ることができるよう、就業環境の整備、また、企業と心身障害者への支援体制の整備が求められる。

登録

職業紹介

区分 内訳
身 体 障 害 者 身 体 障 害 者 以 外

 1.新規求職申込件数
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3-8．中高年齢者職業紹介状況 各年3月31日現在

（保） （保）

常用 月平均 常用 受給者 常用 常用 受給者

平成19年度 704 695 281 279 132 790 752 213 202 53

平成20年度 643 637 239 238 - 751 696 166 144 -

平成21年度 739 722 318 313 - 897 832 186 169 63

平成22年度 982 976 368 367 151 922 859 174 160 41

平成23年度 999 982 415 409 161 870 795 166 151 45

平成24年度 809 775 391 382 160 979 873 203 189 53

平成25年度 736 698 332 324 159 879 772 204 180 63

平成26年度 609 596 268 263 82 734 696 191 183 49

対前年度増減率 ▲ 24.7 ▲ 23.1 ▲ 31.5 ▲ 31.2 ▲ 48.8 ▲ 25.0 ▲ 20.3 ▲ 5.9 ▲ 3.2 ▲ 7.5

資料：八重山公共職業安定所

区分
新規求職申込者数 有効求職者数 紹介件数 就職件数

3-7．新規学卒者職業紹介状況の推移 各年3月31日現在

中学 高校 中学 高校 中学 高校 中学 高校 中学 高校 中学 高校

　求職者数 1 84 8 96 16 86 1 99 0 102 0 118

　求人数 3 103 2 110 6 102 10 43 150 54 0 98

うち連絡を受けた求人数 3 92 2 86 5 72 10 20 150 0 0 0

　就職者数 1 75 3 87 15 85 1 95 0 99 0 117

うち県外 0 60 0 47 0 53 1 67 0 67 0 86

　就職率（％） 100 89.3 37.5 90.6 93.8 98.8 100.0 96.0 0.0 97.1 0.0 99.2

資料：八重山公共職業安定所

（注）高校求人数について、平成24年度より新システム導入により県外・管轄外の事業所からの連絡求人の郵送の必要が

なくなったため、連絡を受けた求人数が大幅に減少している。

平成26年度
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平成22年度平成21年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
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